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１ 知事に立候補した経緯と公約

今年、日本は戦後７０年の節目の年を迎えまし

た。わが沖縄県も２７年間の米軍統治時代を経て

本土復帰を果たし、先人のたゆまぬ努力により、

飛躍的な発展を遂げてまいりました。

しかしながら沖縄県には、県民自らが持ってき

たわけでもない米軍基地を挟んで「経済か」、「平

和か」と常に厳しい二者択一を迫られ、苦渋の選

択を強いられてきた悲しい歴史があります。

保守の方々は「生活が大切だ。今は経済だ」と

主張したのに対し、革新の方々は「命を金で売る

のか、ウチナーンチュの誇りはどうするのか」と

批判し、県民同士がいがみあっていたのです。政

治家の一家に生まれ育った私は、小さい頃からそ

のような状況を肌で感じており、将来は県民の心

をひとつにして、この沖縄の政治状況というもの

を打破できないだろうかと考えるようになりまし

た。ですから私の持論は、沖縄では保守が革新の

敵ではなく、革新が保守の敵でもない。敵は別の

ところにいるのではないかということです。

平成２４年、日米両政府から、普天間基地への

オスプレイ配備が発表されました。配備を強行し

ようとする政府に対し、平成２５年１月、オスプ

レイの配備撤回と普天間飛行場の閉鎖・撤去、県

内移設断念を求め、県内４１市町村長と市町村議

会議長、県民大会実行委員会代表者が上京し、政

府に建白書を突きつけました。政治的な主義・主

張の違いを乗り越え、オール沖縄で行った東京行
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動のような取組み、活動こそが、今、強く求めら

れていると思っております。

建白書を携えた東京行動から私が県知事へ立候

補するまでの約２年の間に、普天間基地の県外移

設を訴えて当選した県選出の与党国会議員が中央

からの圧力により次々に翻意し、辺野古移設容認

に転じました。さらに平成２５年の年末には、安

倍総理大臣との会談後、仲井眞知事が辺野古埋立

申請を承認するに至るなど、県内移設に反対する

足並みは大きく乱れました。しかしながら世論調

査の結果を見ますと、普天間飛行場の辺野古移設

に対する県民の反対意見は、約８割と大変高い水

準にあり、オール沖縄という機運、勢いは衰える

どころか、さらに高まっていました。

これは、県民が沖縄の自己決定権や歴史を踏ま

えながら、県民のあるべき姿に少しずつ気づいて

きたということだと思います。

そのような中、海底ボーリング調査など移設作

業を強行する政府の手法は、これまで安倍総理大

臣や菅官房長官が繰り返し述べてきた「誠心誠意、

県民の理解を得る」、「沖縄の負担軽減」といった

言葉が、空虚なものであることを自ら証明したよ

うなものでした。

日本の安全保障は日本全体で負担すべきであり、

これ以上の押し付けは沖縄にとって既に限界であ

ることを政府に強く認識してもらいたいと考えて

います。

私たちは、今一度心を一つにして、「オール沖縄」

あるいは「イデオロギーよりはアイデンティティ

ー」で結集して頑張っていかなければならない。

沖縄が重大な岐路に立つ今、私の力が必要とい

う声があるならば、その声に応えていくことこそ

政治家の集大成であるとの結論を出し、那覇市長

から沖縄県知事に立候補したものであります。

沖縄県知事選挙にあたり、公約について以下を

基本的な認識として訴えました。

○建白書で大同団結し、普天間基地の閉鎖・撤

去、県内移設断念、オスプレイ配備撤回を強

く求める。そして、あらゆる手法を駆使して、

辺野古に新基地はつくらせない

○日本の安全保障は日本国民全体で考えるべき

ものである

○米軍基地は、今や沖縄経済発展の最大の阻害

要因である。基地建設とリンクしたかのよう

な経済振興策は、将来に大きな禍根を残す

○沖縄２１世紀ビジョンの平和で自然豊かな美
ちゆ

ら島などの真の理念を実行する

○アジアのダイナミズムに乗って動き出した沖

縄の経済をさらに発展させる

○大いなる可能性を秘めた沖縄の「ソフトパワ

ー」こそ、成長のエンジンである

○新しい沖縄を拓き、沖縄らしい優しい社会を

構築する

○平和的な自治体外交で、アジアや世界の人々

との交流を深める

２ 沖縄について

（１）沖縄の歴史

沖縄には約５００年に及ぶ琉球王国の時代があ

りました。その歴史の中で、万国津梁の精神、つ
ばんこくしんりよう

まり、アジアの架け橋に、あるいは日本と中国、

それから東南アジアの貿易の中心になるのだとい

う精神をもって、何百年もやってまいりました。

ベトナムの博物館には６００年前に琉球人が訪

れた記録が展示されていました。中国の福州市に
フーヂヨウ

は、異国の地で亡くなった琉球の人々を埋葬して

いる琉球人墓があり、今も地域の方が管理してお

ります。また、琉球館という宿も残っております。

それから、北京では国子監といいまして、中国の
こ く し か ん

科挙の制度を乗り切ってきた最優秀な人材が集ま

るところに琉球学館というのがあり、そこで琉球

のエリートがオブザーバーで勉強させてもらって

おりました。このような形で、琉球王朝はアジア

と交流を深めてまいりました。沖縄名産の泡盛は、

タイのお米を使ってできています。タイとの間に
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も何百年にわたる交易と交流があるわけです。

そういった中で１８００年代、アメリカ合衆国

のペリー提督が初めて日本の浦賀に来港したのが

１８５３年です。実は、ペリー提督はその前後、

５回沖縄に立ち寄り、８５日間にわたり滞在して

おります。１８５４年には独立国として琉球とア

メリカ合衆国との間で琉米修好条約を結んでおり

ます。このほか、オランダとフランスとの間でも

条約を結んでおります。

琉球はその２５年後の１８７９年、日本国に併

合されました。私たちはそのことを琉球処分と呼

んでおります。併合後、沖縄の人々は沖縄の言葉

であるウチナーグチの使用を禁止されました。日

本語をしっかり使える一人前の日本人になりなさ

いということで、沖縄の人たちは皇民化教育もし

っかり受けて、日本国に尽くしてまいりました。

その先に待ち受けていたのが７０年前の沖縄戦で

した。「鉄の暴風」とも呼ばれる凄惨な地上戦が行
せいさん

われ、１０万を超える沖縄県民を含め、２０万を

超える方々の命が失われるとともに、貴重な文化

遺産等も破壊され、沖縄は焦土と化しました。

このように沖縄は戦前、戦中と日本国にある意

味で尽くしてまいりました。その結果どうなった

か。サンフランシスコ講和条約で日本が独立する

のと引き換えに、沖縄は米軍の施政権下に一方的

に差し出され、約２７年にわたる苦難の道を歩ま

されることになったわけであります。

その間、沖縄県民は日本国憲法の適用もなく、

また、日本国民でもアメリカ国民でもありません

でした。インドネシア沖で沖縄の漁船が拿捕され
だ ほ

たときには沖縄・琉球を表す三角の旗を掲げたの

ですが、その旗は何の役にも立ちませんでした。

また当時は治外法権のような状況であり、犯罪

を犯した米兵がそのまま帰国するというようなこ

とも起こっていました。日本では当たり前の人権

や自治権を獲得するため、当時の人々は、米軍と

の間で自治権獲得闘争と呼ばれる血を流すような

努力をしてきたのです。

ベトナム戦争のときには、沖縄から毎日Ｂ５２

が爆撃のために飛び立ちました。その間、日本は

自分の力で日本の平和を維持したかのごとく、高

度経済成長を謳歌していたのです。
お う か

（２）沖縄の将来像

私の知事としての県政運営方針は「沖縄２１世

紀ビジョン基本計画」を着実に１つ１つ進めてい

くことが基本となると思っております。

この計画の特徴は、「強くしなやかな自立型経済

の構築」と「沖縄らしい優しい社会の構築」を施

策展開の基本として明示するとともに、基地問題

の解決にも力を入れているところです。

「強くしなやかな自立型経済の構築」を実現し

ていく上で大きな力となるのが、うやふぁーふじ

（先祖）から受け継いできた、沖縄の自然、歴史、

伝統、文化、あるいは万国津梁の精神といった、

いわゆるソフトパワーの活用です。アジアのダイ

ナミズムというのは、今やヨーロッパ、アメリカ

をしのぐ勢いであり、既に沖縄はそのうねりに巻

き込まれつつあります。かつて沖縄はまさしく日

本の辺境、アジアの外れという場所でしたが、今

はアジアの中心、そして日本国とアジアを結ぶ大

変重要な役割を果たすようなところにきています。

沖縄には、チャンプルー文化、いちゃりばちょ

ーでー（一度出逢ったら皆兄弟）として知られる

文化や生き方があります。これは小さな沖縄が周

辺の国々に翻弄されながらも一生懸命生き抜き、
ほんろう

積み重ねてきた歴史から来るものであり、誇るべ

きものであります。

自立型経済の構築に向けて、今一番勢いがある

のが、観光リゾート産業です。昨年、過去最高の

観光入域客数を記録しましたが、外国人観光客、

特に、中国や韓国、台湾を始めとするアジア各国

からの観光客の大幅な増加が大きく貢献していま

す。外国人観光客の伸びは、今年に入っても衰え

ることなく、１００万人を超えています。

また、航空・物流企業の努力により、アジアを

結ぶ国際物流拠点としての地位もみえてきました。

また、海底ケーブルをつなぎながら日本と台北、

あるいはシンガポールそれからまた沖縄につなげ

るといったように、情報通信産業の拠点になる要
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素が出てまいりました。

日本の排他的経済水域の面積は世界第６位です

が、東西約１０００ｋｍ、南北約４００ｋｍの中

に、有人島４０を含め１６０の島々が広がる沖縄

県は、大いにそれに貢献しています。また、伊平

屋島沖に熱水鉱床が発見されるなど、海底資源と

いう意味でも沖縄は大きな可能性をもっており、

そういったことに私たちはもっと目を向け、アジ

アと日本の架け橋としてどのような役割を果たし

ていくか考え、実行していく中で、沖縄のあるべ

き将来像というものが作れるのではないかと思っ

ております。

「沖縄らしい優しい社会の構築」につきまして

は、４１市町村で、協働のまちづくり、人と人が

支え合って助け合っていく仕組みづくりに取り組

んでいます。私が那覇市長のとき、那覇市でも協

働のまちづくりに取り組みました。ボランティア、

ＮＰＯ、あるいは民生委員・児童委員、自治会や

企業の皆さんの中には、地域のため、他人のため

に頑張っている人がたくさんおられます。５００

名を超える方々を協働大使に委嘱するとともに、

活動拠点の一つとして、前の銘苅庁舎内に「協働
め か る

プラザ」を設置しました。他の市町村も、那覇市

に負けないくらい素晴らしいまちづくりに取り組

んでいます。こういったものが、県民同士が支え

合って助け合って生きていく沖縄らしい優しい社

会の構築、沖縄全体の発展につながるものだと思

っております。

基地問題の解決を図ることは、県政の最重要課

題です。基地の整理縮小を図ることは当然ですが、

将来的には、平和の緩衝地帯として沖縄があって

もらいたいと思っています。日本の防衛のためと

いって基地をたくさん置くのではなく、平和の緩

衝地帯としての役割をこれから沖縄が果たしてい

き、アジアと日本の架け橋になることを夢見なが

ら今、私は県政に取り組んでいます。

３ 米軍基地について

（１）基地の成り立ちと基地問題の原点

沖縄の米軍基地は、戦中・戦後に、住民が収容

所に入れられているときに米軍が強制接収を行い

形成されました。強制的に有無を言わさず奪われ

たのです。そして、新しい基地が必要になると、

住民を「銃剣とブルドーザー」で追い出し、家も

壊して造っていったのです。沖縄は今日まで自ら

進んで基地のための土地を提供したことは一度も

ありません。

まず、基地問題の原点として思い浮かぶのが１

９５６年のプライス勧告です。プライスという下

院議員を議長とする調査団がアメリカから来まし

て、銃剣とブルドーザーで接収された沖縄県民の

土地について、実質的な強制買い上げをすること

を勧告したのです。当時沖縄県は大変貧しかった

ので、喉から手が出るほどお金が欲しかったと思

います。それにもかかわらず、県民は心を１つに

してそれをはねのけました。そして当時の政治家

も、保守革新みんな１つになって自分たちの故郷

の土地は売らないとして、勧告を撤回させたわけ

です。今よりも政治・経済情勢が厳しい中で、あ

のようなことが起きたということが、沖縄の基地

問題を考える上での原点です。私たちの先輩方は、

基地はこれ以上造らせないという、沖縄県の自己

決定権といいますか、主張をできるような素地を

作られたわけであります。

また、サンフランシスコ講和条約発効当時は、

本土と沖縄の米軍基地の割合は、おおむね９対１

であり、本土の方が圧倒的に多かったのです。と

ころが、本土で米軍基地への反対運動が激しくな

ると、米軍を沖縄に移し、基地をどんどん強化し

ていったのです。日本国憲法の適用もなく、基本

的人権も十分に保障されなかった沖縄の人々には、

そのような横暴ともいえる手段に対抗するすべは

ありませんでした。その結果、国土面積のわずか

０・６％しかない沖縄県に、７３・８％もの米軍

専用施設を集中させるという、理不尽きわまりな

い状況を生んだのです。

（２）普天間飛行場返還問題の原点
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政府は、普天間飛行場返還の原点を、平成８年

に行われた橋本・モンデール会談に求め、沖縄県

が県内移設を受け入れた原点を、平成１１年に当

時の県知事と名護市長が受け入れたことに求めて

います。

しかしながら、普天間基地の原点は戦後、住民

が収容所に入れられているときに米軍に強制接収

をされたことにあります。

政府は、県民が土地を一方的に奪われ、大変な

苦痛を背負わされ続けてきた事実を黙殺し、普天

間基地の老朽化と危険性を声高に主張し、沖縄県

民に新たな基地負担を強いようとしているのです。

私は日本の安全保障や日米同盟、そして日米安保

体制を考えたときに、「辺野古が唯一の解決策であ

る」と、同じ台詞を繰り返すだけの政府の対応を

見ていると、日本の国の政治の堕落ではないかと

思わずにはいられません。

また、政府は過去に沖縄県が辺野古を受け入れ

た点を強調していますが、そこには、政府にとっ

て不都合な真実を隠蔽し、世論を意のままに操ろ
いんぺい

うとする、傲慢で悪意すら感じる姿勢が明確に現
ごうまん

れています。

平成１１年、当時の稲嶺知事は、辺野古を候補

地とするにあたり、軍民共用空港とすること、１

５年の使用期限を設けることを前提条件としてい

ました。つまり、１５年後には、北部地域に民間

専用空港が誕生することを譲れない条件として、

県内移設を容認するという、苦渋の決断を行った

のです。さらに、当時の岸本市長は、知事の条件

に加え、基地使用協定の締結が出来なければ、受

入れを撤回するという、厳しい姿勢で臨んでいま

した。

沖縄側の覚悟を重く見た当時の政府は、その条

件を盛り込んだ閣議決定を行いました。ところが、

その閣議決定は、沖縄側と十分な協議がなされな

いまま、平成１８年に一方的に廃止されたのです。

当時の知事、名護市長が受入れに際し提示した

条件が廃止された以上、受入れが白紙撤回される

ことは、小学生でも理解できる話です。

私は、政府が有利に物事を運ぶため、平然と不

都合な真実を覆い隠して恥じることのない姿勢を

見るにつけ、日本国の将来に暗澹たるものを感じ
あんたん

ずにはいられません。

（３）「沖縄は基地で食べている」 基地経済へ

の誤解

よく、「沖縄は基地で食べているのではないか」

とおっしゃる方がいます。その背後には、「だから

少しぐらい我慢しろ」という考えが潜んでいます。

しかしながら、経済の面で言いますと、米軍基

地の存在は、今や沖縄経済発展の最大の阻害要因

になっています。米軍基地関連収入は、復帰前に

は、県民総所得の３０％を超えていた時期もあり

ましたが、復帰直後には１５・５％まで落ちてお

り、最近では約５％です。駐留軍用地の返還前後

の経済状況を比較しますと、那覇新都心地区、小

禄金城地区、北谷町の桑江・北前地区では、返還

前、軍用地の地代収入等の直接経済効果が、合計

で８９億円でありましたが、返還後の経済効果は

２４５９億円で、約２８倍となっております。ま

た雇用については、返還前の軍雇用者数３２７人

に対し、返還後の雇用者数は２万３５６４人で、

約７２倍となっております。税収は７億９千万円

から２９８億円と約３５倍に増えました。基地関

連収入は、沖縄からするともう問題ではありませ

ん。経済の面から見たら、むしろ邪魔なのです。

実に迷惑な話になってきているのです。

日本の安全保障という観点から一定程度我慢し

協力しているのであって、基地が私たちを助けて

きた、沖縄は基地経済で成り立っている、という

ような話は、今や過去のものとなり、完全な誤解

であることを皆さんに知っていただきたいと思い

ます。基地返還跡地には、多くの企業、店舗が立

地し、世界中から問い合わせが来ています。

仲井眞前知事のときに、普天間飛行場等の返還

予定駐留軍用地が返されたときの経済効果を試算

しました。現在の基地関連収入が５０１億円あり

ます。返還後の経済効果を試算したところ、８９

００億円との結果が出ました。約１８倍です。普

天間飛行場やキャンプキンザーが返されたら、民

間の施設がここに立ち上がって、ホテルなどいろ
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いろなものが出来上がって、沖縄経済がますます

伸びていくのです。基地があるから邪魔している

のです。ですから、基地で沖縄が食っているとい

うのは、もう４０年、３０年前の話であって、今

や基地は沖縄経済発展の最大の阻害要因だという

ことをしっかりとご理解いただきたいと思います。

（４）「沖縄は莫大な予算をもらっている」

沖縄振興予算への誤解

沖縄は他県に比べて莫大な予算を政府からもら

っている、だから基地は我慢しろという話もよく

言われます。年末にマスコミ報道で沖縄の振興予

算３千億円とか言われるため、多くの国民は４７

都道府県が一様に国から予算をもらったところに

沖縄だけ３千億円上乗せをしてもらっていると勘

違いをしてしまっているのです。

都道府県や市町村が補助事業などを国に要求す

る場合、沖縄以外では、自治体が各省庁ごとに予

算要求を行い、また、与党国会議員等を通して、

所要額の確保に尽力するというのが、通常の流れ

です。しかし、復帰までの２７年間、沖縄県は各

省庁との予算折衝を行えず、国庫補助事業を確保

するための経験は一切ありませんでした。一方で

沖縄の道路や港湾などのインフラは大きく立ち後

れ、児童・福祉政策なども日本とは大きく異なる

ものであり、迅速な対応が要求されていました。

復帰に際して、これらの課題を解決するために、

沖縄開発庁が創設され、その後内閣府に引き継が

れ、県や市町村と各省庁の間に立って予算の調整、

確保に当たるという、沖縄振興予算の一括計上方

式が導入されました。また、脆弱な財政基盤を補
ぜいじやく

うため、高率補助制度も導入され、沖縄振興に大

きな成果を上げつつ、現在に至っています。

しかしながら沖縄県が受け取っている国庫補助

金等の配分額は、全国に比べ突出しているわけで

はありません。

例えば、県民一人あたりの額で見ますと、地方

交付税や国庫支出金等を合わせた額は全国６位で、

地方交付税だけでみると１７位です。沖縄は内閣

府が各省庁の予算を一括して計上するのに対し、

他の都道府県では、省庁ごとの計上となるため、

比較することが難しいのです。ですから「沖縄は

３千億円も余分にもらっておきながら」というの

は完全な誤りです。

一方で、次のような事実についても、知ってお

いていただきたいと思います。沖縄が米軍施政権

下にあった２７年間、そして復帰後も、全国では、

国鉄により津々浦々まで鉄道網の整備が行われま

した。沖縄県には、国鉄の恩恵は一切ありません

でしたが、旧国鉄の債務は沖縄県民も負担してい

るのです。また、全ての自治体で標準的な行政サ

ービスを保障するため、地方交付税という全国的

な財政調整機能があります。沖縄には復帰まで一

切交付されませんでした。

（５）基地問題に対する政府の対応

平成２７年４月に安倍総理大臣と会談した際に

総理大臣が私におっしゃったのが、「普天間の代替

施設を辺野古に造るけれども、その代わり嘉手納

以南は着々と返す。またオスプレイも沖縄に配備

しているけれども、何機かは本土のほうで訓練を

しているので、基地負担軽減を着々とやっている。

だから理解をしていただけませんか」という話で

した。それに対して私は総理大臣にこう申し上げ

ました。「総理、普天間が辺野古に移って、そして

嘉手納以南が返された場合に、いったい全体沖縄

の基地はどれだけ減るのかご存じでしょうか」と。

これは以前、当時の小野寺防衛大臣と私が話をし

て確認したのですが、普天間が辺野古に移って、

嘉手納以南のキャンプキンザーや、那覇軍港、キ

ャンプ瑞慶覧とかが返されてどれだけ減るかとい

うと、今の米軍専用施設の７３・８％から７３・

１％、０・７％しか減らない。では、０・７％し

か減らないのはなぜかというと、普天間の辺野古

移設を含め、その大部分が県内移設だからです。

次に総理大臣がおっしゃるようにそれぞれ年限

をかけて、例えば那覇軍港なら２０２８年、それ

からキャンプキンザーなら２０２５年に返すと言

っています。それを見ると日本国民は、「おお、や

るじゃないか。しっかりと着々と進んでいるんだ

な」と思うでしょう。しかし、その年限の後には、

全て「またはその後」と書いてあります。「２０２

８年、またはその後」と書いてあるのです。沖縄

はこういったことに７０年間付き合わされてきま
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したので、いつ返還されるか分からないような内

容だということがこれでよく分かります。ですか

ら、私は、総理大臣に「沖縄の基地返還が着々と

進んでいるようには見えませんよ」と申し上げま

した。

それから、オスプレイもほぼ同じような話にな

ります。オスプレイも本土の方で分散して訓練を

していますが、実はオスプレイが２０１２年に配

備される半年ぐらい前から沖縄に配備されるので

はないかという話がありました。当時の森本防衛

大臣などにも沖縄に配備されるのかと聞きに行き

ましたが、「一切そういうことは分かりません」と

言っておられました。

その森本さん自身が学者時代の２０１０年に出

された本に「２０１２年までに最初の航空機が沖

縄に展開される可能性がある」と書いておられま

す。防衛省が分からないと言っているものを、一

学者が書いていてそのとおりになっているのです。

私はその意味からすると、日本の防衛大臣という

のは、防衛省というのはよほど能力がないか、若

しくは県民や国民を欺いているかどちらかにしか

ならないと思います。森本さんの本には「もとも

と辺野古基地はオスプレイを置くために設計をし

ている。オスプレイが１００機程度収容できる面

積が必要」ということが書いてあります。そうす

ると今２４機来ました。何機か本土に行っていま

す。しかし、辺野古新基地が建設されると全て沖

縄に戻ってくるということです。それが予測され

るだけに、私は総理大臣にこのような経緯で、政

府が今、沖縄の基地負担軽減に努めているとおっ

しゃっていることはちょっと信用できませんとい

うことを申し上げました。

また、１３年前、当時のラムズフェルド国防長

官が普天間基地を視察されました。そして基地を

見て「これは駄目だ、世界一危険だから早く移転

をしなさい」ということをおっしゃったことが報

じられました。そして今、菅官房長官なども再三

再四、世界一危険とも言われる普天間飛行場は辺

野古に移すと言っておられます。私が日本政府に

確認したいのは、ならば辺野古新基地が造れない

場合に、本当に普天間は固定化するのですかとい

うことです。アメリカ政府、日本政府の主要の人

間がこれだけ危険だと言っている普天間基地を、

辺野古新基地ができない場合に固定化できるので

すかということをお聞きしているわけです。私の

この問いに対し、安倍総理大臣からは返事があり

ませんでした。

２プラス２共同発表には、世界一危険だと指摘

されている普天間飛行場の５年以内運用停止が明

示されていません。普天間飛行場の５年以内の運

用停止について、前知事は県民に対して「一国の

総理大臣および官房長官を含め、しっかりと取り

組むと言っている。それが最高の担保である」と

説明しています。５年以内運用停止は前知事が辺

野古新基地に係る公有水面埋立承認に至った大き

な柱であります。しかし、米国側からは日米首脳

会談でも、この件に言及することはありませんで

した。５年以内運用停止は埋立承認を得るための

話のごちそう、「話クワッチー」、空手形だったの

ではないかと私は危惧しております。

今日まで、基地問題がさまざまな壁にぶつかる

時に、時の政府は、基地問題の解決あるいは負担

軽減策等々、大変いい話をして、その壁を乗り越

えたら知らんふりをするということを繰り返して

きました。その結果、多くの県民は今ではそのか

らくりを理解しています。これが７０年間の沖縄

の基地問題の実態なのです。

（６）県民世論

普天間飛行場の返還を２０年間できなかったと

いうことについて、政府に反省がないと思います。

なぜ２０年間、返還を実現できなかったのですか

ということに政府は答えておられない。ですから、

平成２５年、前知事が辺野古新基地に係る公有水

面埋立承認をしたことばかり強調されているわけ

です。

平成２６年、沖縄県は選挙に始まり、選挙に終

わった年でした。まず、１月に行われた名護市長

選では、辺野古移設反対の候補が再選を果たしま

した。

１１月に行われた知事選挙では、現職知事を相

手に、私が圧倒的な得票で当選を果たしました。

そして１２月、全国的には自由民主党が２９０議

席という形で圧倒的に勝利した総選挙では、沖縄
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の４つの小選挙区全てで自由民主党候補が敗れま

した。

このような圧倒的な民意が示された中で、地元

の理解を得ることなく日米安保体制・日米同盟を

これから安定的に維持できるのか。私が当選した

時点で政府側から色々な意見交換や話し合いがあ

ってもよかったのかなという思いがありますが、

政府は必ず辺野古新基地を造るというスタンスで

あり、実現しませんでした。

それから菅官房長官は、沖縄県民の民意につ

いて、いろいろな意見があるでしょうと発言され

ています。昨年の名護市長選挙、特に県知事選挙、

衆議院選挙、争点はただ１つでした。前知事が埋

立承認をしたことに対する審判を問うたのです。

私と前知事の政策面での違いは埋立承認以外に大

きなものはありません。ですからあの埋立承認の

審判が今度の選挙の大きな争点であり、その意味

で１０万票の差で私が当選したことは、沖縄県民

の辺野古新基地建設反対という明確な意思が示さ

れたものであります。

４ 日米安全保障条約

私は、自由民主党の県連幹事長をしておりまし

たので、日米同盟、日米安保を十分理解しており

ますが、国土面積のわずか０・６％しかない沖縄

県に、７３・８％もの米軍専用施設を押し付け続

けるのは、いくらなんでもひどいのではないです

かということを申し上げているわけです。

しかし、政府は、どこそこから攻められてきた

らどうするのだ、沖縄に海兵隊がいなければとて

も日本は持たないのではないかという発想で日米

安保を考えています。

世の中はソビエトが崩壊しました。中国も、昔

のような中国ではありません。米国と中国がどう

いう形で米中関係を築いていくか等、こういった

ことを考えると、７０年代のまま全く同じように

在沖米軍基地があるべきなのか考える必要があり

ます。３０年前、私は自由社会を守るべきだと体

を張って頑張りましたが、ソビエトが崩壊し中国

の形が変わった今でも、政府からは今度は中東問

題のために沖縄が大切、シーレーンのためにも沖

縄が大切と、どのように環境が変わっても沖縄に

は基地を置かなければいけないという説明が繰り

返されております。

沖縄一県に日本の防衛のほとんど全てを押し込

めていれば、いざ、有事の際には、沖縄が再び戦

場になることは明らかです。

私は自国民の自由、平等、人権、民主主義を守

れない国が、どうして世界の国々にその価値観を

共有することができるのか疑問に思っています。

同時に、日米安保体制、日米同盟はもっと品格

のある、誇りの持てるものでなければアジアのリ

ーダーとして、世界のリーダーとしてこの価値観

を共有することができないのではないかと思って

おります。

私はこれまでに橋本総理大臣、小渕総理大臣、

そしてその時の野中官房長官、梶山官房長官等々、

色々と話をする機会がありました。野中先生など

も国の安全保障体制の考え方に違いがありません

が、当時、県会議員の１、２期の私に、土下座せ

んばかりに「頼む。勘弁してくれ。許してくれ」

とお話をされるような部分が、どの先生にもあり

ました。後藤田正晴先生も私が那覇市長になった

１５年程前にお会いしたら「俺は沖縄に行かない

んだ」とおっしゃいました。私は沖縄が何か先生

に失礼なことをしたのかなと思ったのですが、そ

の後の話に胸が熱くなりました。「かわいそうでな。

県民の目を直視できないんだよ、俺は」とおっし

ゃったのです。こういう方々がたくさんおられま

した。

そういった中で、日本の安全保障あるいはアジ

アの安定、日米同盟の大切さ、あるいは中国が台

頭してきている米中の関係等も全て踏まえながら、

沖縄への思いを伝えながらの対話でありました。

私も基本的には「こんなに基地を置いてもらって

は困りますよ」と申し上げましたが、沖縄への深

い思いを抱いていた当時の先生方とは、対話は成



- 9 -

り立っていたのです。

しかしながら、この５、６年というのは全くそ

れが閉ざされてしまっています。沖縄の歩んでき

た苦難の歴史への反省や洞察が十分ないまま、沖

縄が何か発言すると、政府と対立している、振興

策はあれだけもらっていて何を文句を言っている

のだ、生意気だと非難されます。今のような状況

を考えますと、戦後２７年間、その間に日本の独

立と引換えに沖縄が切り離され、米軍施政権下に

置かれ続けた、あの時代は何だったのだろうと思

います。

いつまでも昔の話をするなという方がいるか

もしれません。しかし、本当の対話を可能にする

には、こういう昔の出来事の話からしなければな

らないのです。仮に海兵隊が全ていなくなれば、

あるいは少しは残ったとしても、私は「過去は過

去」という話になり得ると思います。しかし、国

土面積のわずか０・６％しかない沖縄県に、７３

・８％もの米軍専用施設を置いたまま、これから

１０年も２０年、あるいは３０年もとなると、や

はり日米安保、日米同盟というのは砂上の楼閣に

乗っているような、そういう危ういものになるの

ではないかと思っています。

５ 前知事の突然の埋立承認

平成２２年の県知事選では私は仲井眞前知事の

選対部長をして普天間飛行場の県外移設というこ

とで選挙を戦い、前知事が当選を果たしました。

２カ年半は全く同じ考え方を発信しながらやって

おりました。

実際、仲井眞前知事の議会等でのご発言を見て

いただければ分かりますが、私が今申し上げてい

ることとほとんど同じようなことを話しています。

例えば、私がよく、危険な普天間基地の移設に

ついて、嫌なら沖縄が代替案を出せ等と言われる

ことに対して、「日本の国の政治の堕落だ」という

ことを申し上げますが、実は、この言葉は、他で

もない仲井眞前知事が発したものでした。それだ

けに、突然、公約を破棄する形で埋立承認をされ、

これによって今日の事態が生じているわけであり

ますから、今思い返しても大変残念であり、無念

な出来事だったと思っております。

安倍総理大臣との会談後、「有史以来の予算。

これはいい正月になる」と記者会見で満面の笑み

を浮かべたわずか２日後に行われた、辺野古の埋

立承認でした。多くの県民は、あたかも振興策と

引き替えにしたような承認に、誇りを傷つけられ

ました。それは同時に、承認手続そのものへの不

信感を招く結果ともなったのです。

６ 前知事の承認に対する疑問－取消しの経緯

（１）仲井眞前知事の埋立承認についての疑問

仲井眞前知事の突然の埋立承認に対する疑問は、

あまりに突然の対応の変化が不自然であったとい

う感覚的なものだけではありませんでした。承認

に至る手続の中で示されてきた知事意見や生活環

境部意見を踏まえても判断を誤っているのではな

いかと思われるものでした。

ア 埋立承認に至る経緯をみますと、まず、仲

井眞前知事は、平成２４年３月に、辺野古埋

立事業についての環境影響評価書についての

意見を述べましたが、その内容は、「評価書で

示された環境保全措置等では、事業実施区域

周辺域の生活環境及び自然環境の保全を図る

ことは、不可能と考える」というものでした。

イ その後、平成２５年１１月には、「普天間飛

行場代替施設建設事業公有水面埋立承認願書

に対する名護市長意見書」が名護市議会にお

いて可決され、同月２７日に沖縄県に提出さ

れておりましたが、同意見書は、「環境保全に

重大な問題があり、沖縄県知事意見における

指摘のとおり、事業実施区域周辺域の生活環
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境及び自然環境の保全を図ることは不可能で

あると考え、本事業の実施については強く反

対いたします。本件申請については、下記の

問題があると考えられますので、未来の名護

市・沖縄県への正しい選択を残すためにも、

埋立ての承認をしないよう求めます」という

ものでした。

ウ 同じ頃、県では、土木建築部海岸防災課・

農林水産部漁港漁場課により、審査状況につ

いて中間報告が提出されております。同報告

は、「『事業実施区域周辺域の生活環境及び自

然環境の保全を図ることは不可能』とした知

事意見への対応がポイント」とするとともに、

「環境生活部の見解を基に判断」するとして

いました。

そして、平成２５年１１月２９日、環境生

活部長から土木建築部長宛に、環境生活部長

意見が提出されております。そこでは、環境

保全の見地から、１８項目にわたって詳細に

問題点を指摘したうえで、「当該事業に係る環

境影響評価書に対して述べた知事等への意見

への対応状況を確認すると、以下のことなど

から当該事業の承認申請書に示された環境保

全措置等では不明な点があり、事業実施区域

周辺域の生活環境及び自然環境の保全につい

ての懸念が払拭できない」と結論づけていま

した。

その後、土木建築部から環境生活部への再

度の照会等はなされておりませんので、この

結論が、環境生活部の最終意見ということに

なっているのです。

エ 仲井眞前知事の埋立承認は、それからわず

か１カ月後でした。環境生活部の最終意見に

ついてどうやって対応できたのか、非常に疑

問が残る突然の承認であったのです。

（２）第三者委員会の設置と国との集中協議

ア このように、前知事の承認は、単純に公約

違反というような政治的な意味合いにとどま

らない問題をはらんでいると思われました。

世論はもちろん、環境関係の専門家らから要

件を充足していない違法な承認であるとの抗

議が一斉に起きたのです。

そこで、平成２６年１２月に知事に就任し

た私は、まず、埋立承認に法律的な瑕疵がな
か し

いか確認することとしました。平成２７年１

月２６日に第三者委員会を設置し、環境面か

ら３人、法律的な側面から３人の６人の委員

に依頼して、客観的、中立的に判断していた

だくようお願い致しました。

その結果、平成２７年７月１６日に法律的

な瑕疵があったとの報告を受けました。報告

書は、約１３０頁に及ぶもので、公水法の各

要件について詳細な検討がなされておりまし

た。

イ その後、平成２７年８月１０日から９月９

日まで、沖縄県と国とが集中的に協議をする

ということで国が工事を中止して、会議が始

まりました。

私はその中で沖縄県の今日までの置かれて

いる立場、歴史、県民の心、基地が形成され

てきた過程、あるいは沖縄県の振興策のある

べき姿や現状を説明し、ご理解を得られるよ

う最大限努力しました。５回の集中協議の中

で、私の考え方をまんべんなく申し上げまし

たが、国から返ってくる言葉はほとんどなく、

残念ながら私の意見を聞いて考えを取り入れ

ようというものは見えてきませんでした。

集中協議では、ある意味で溝が埋まるよう

なものが全くない状況でございました。協議

の中でも、私どものいろいろな思いをお話さ

せていただきましたが、１つ議論が少しでき

たのは、防衛大臣との抑止力の問題だけで、

それ以外は、閣僚側から意見、反論はありま

せんでした。

その抑止力の問題についてですが、一つに

は、沖縄一県に米軍基地を過度に集中させて

いる現状にあります。このことは他国からす

れば、日本全体で安全保障を守るという気概

が見えず、日本の安全保障と抑止力の観点か

ら深刻な問題であると考えています。
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また、防衛省は、海兵隊が沖縄に駐留する

必要性として、海兵隊の機動性、即応性、一

体性を挙げて説明します。しかし、海兵隊は

今でも、各国の基地にローテーション配備さ

れている状況にあります。防衛省が主張する

機動性等は、逆に沖縄以外での配備が十分に

可能であることを示すものであり、沖縄に配

備し続ける理由たり得ないのです。

この他にも、海兵隊は西日本にあれば足り

るとする森本元防衛大臣の発言や、海兵隊の

分散配備を可能とする中谷防衛大臣の過去の

発言など、沖縄に起き続けなければならない

ことを否定するような話は、政府高官からも

出ているのです。

抑止力と関連しまして中国の脅威でありま

すけれども、中谷防衛大臣からは、中国軍機

によるスクランブルや尖閣への領海侵犯の説

明とともに、宮古にも石垣にも与那国にも自

衛隊基地を置く必要があるとの話がありまし

た。

私が申し上げたのは、それでは、私たちが

２７年間、米軍の施政権下にあったときのソ

ビエトとの冷戦構造時代は、今の時代よりは

平和だったのでしょうかと。その過去と比べ

て、いわゆる今の中国の脅威というものは、

あの冷戦構造時代よりももっと脅威になって

いるのかどうか。日本政府は積極的平和主義

ということで、オバマ大統領と協定を結び、

これから中東も視野に入れて、沖縄の基地を

使うと言っているのです。

沖縄は、冷戦構造のときには自由主義社会

を守るという理由で基地が置かれ、今度は中

国を相手に、さらには中東までも視野に入れ

て、沖縄に基地を置き続けるということにな

ります。これはまるで、私たちの沖縄という

のは、ただ、ただ、世界の平和のためにいつ

までも、膨大な基地を預かって未来永劫、我
えいごう

慢しろということを強要されているのに等し

いことです。沖縄県民も日本人であり、同じ

日本人としてこのような差別的な取り扱いは、

決して容認できるはずもありません。

それから、ジョセフ・ナイ氏や、マイク・

モチヅキ氏といった高名な研究者が、「沖縄は

もう中国に近すぎて、中国の弾道ミサイルに

耐えられない。こういう固定的な、要塞的な

抑止力というのは、大変脆弱性がある」とい

うような話もされております。また、米有力

シンクタンクの最新の研究でも沖縄の米軍基

地の脆弱性が指摘されています。抑止力から

すれば、もっと分散して配備することが理に

かなっているのです。

中国のミサイルへの脅威に、本当に沖縄の

基地を強化して対応できるのか。これが私か

らすると大変疑問であります。なおかつオス

プレイは運輸、輸送するための航空機である

ことを考えると、抑止力になるということは、

まずあり得ないというのが私の考えです。

私は、中谷防衛大臣とお話をしたとき、巡

航ミサイルで攻撃されたらどうするんですか、

と尋ねました。すると大臣は、ミサイルには

ミサイルで対抗するとおっしゃったのです。

迎撃ミサイルで全てのミサイルを迎撃するこ

とは不可能ですし、迎撃に成功した場合でも、

その破片が住宅地に落ちて大きな被害を出し

たことを、私たちは湾岸戦争等を通じて知っ

ています。ですから、防衛大臣の発言を聞い

たときには、私は心臓が凍る思いがしました。

そして、沖縄県を単に領土としてしか見てい

ないのではないか、１４０万人の県民が住ん

でいることを理解していないのではないかと

申し上げたのです。

４回目の協議で菅官房長官と話をした際、

沖縄県の色々な歴史、県民の心を話して、そ

れについてのお考えはありませんかと申し上

げましたが、その時に官房長官が何とおっし

ゃったかといいますと、私は戦後生まれで、

なかなかそういうことが分かりにくいと。ま

た、普天間の原点は橋本・モンデール会談で

すとおっしゃっていました。

私なりに言葉を尽くして説明しましたが、

この発言には驚かされました。そしてこの方

には、沖縄の抱える問題についてご理解いた
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だけない、理解するつもりもないのではない

かという印象を抱いた次第です。

５回目の最後の協議には、安倍総理大臣も

出席されておりました。私は安倍総理大臣に

はこういう話をしました。

私たちがアメリカ、ワシントンＤ．Ｃ．に

行きまして、米国政府関係者に話を聞いてい

ただいても、最後は国内問題だから日本政府

に言いなさいとなります。

そして、日本政府に申し上げると、アメリ

カが嫌だと言っていると。こういうものが過

去の歴史で何回もありました。

私はそれを紹介した後に、沖縄が米軍の施

政権下に置かれているときに、沖縄の自治は

神話だと高等弁務官から言われましたが、日

本の真の独立は神話だと言われないようにし

てください、ということを総理大臣に申し上

げたわけです。しかし、総理大臣からは何も

意見はありませんでした。

そういう状況の中で、最後の集中協議の場

で、私の方から、このまま埋立工事を再開す

る考えなのか尋ねたところ、菅官房長官から

は「そのつもりです」という話があり、事実、

協議期間の終わった翌日には有無を言わさず

工事を再開する政府の姿勢に、沖縄のみなら

ず日本の行く末に大きな不安を感じた次第で

す。

集中協議の終了後、顧問弁護士や県庁内で

の精査の結果、承認には取り消し得べき瑕疵

があることが認められたため、私は取消しの

決意を固めました。

ウ 今回、取消手続の中で、意見聴取、あるい

は聴聞の期日を設けましたが、沖縄防衛局長

には応じていただけませんでした。陳述書は

提出されましたが、聴聞に出頭してもらえな

かったことを考えますと、政府の皆様が繰り

返しおっしゃられる「沖縄県民に寄り添って

この問題を解決する」姿勢は微塵も感じられ
み じ ん

ませんでした。

こうした意見聴取、聴聞という取消手続を

経て今回の承認取消しに至るわけですが、こ

れはもうある意味で沖縄県の歴史的な流れ、

あるいはまた戦後７０年の在り方、そして現

在の、０・６％に７３・８％という、沖縄の

過重な基地負担、ひいては日米安保のあり方

等について、多くの県民や国民の前で議論さ

れることに意義があると思います。

いろんな場面、場面で私たちの考え方を申

し上げて、多くの県民や国民、そして法的な

意味でも政治的な意味でも理解していただき

たいと思っております。

なお、原告である国土交通大臣は、地方自

治法に基づく代執行手続に入る前日に、沖縄

防衛局長が行った審査請求に対し、審査庁と

して取消処分を停止する決定を行っておりま

す。準司法的手続であり、審査庁である国土

交通大臣には厳格な中立性が求められます。

その審査庁自身が、原告として知事を訴える

という、異様としか言いようのない対応が行

われています。法治国家であることを自ら否

定するような国土交通大臣の対応は、沖縄県

民の民意を踏みにじるためなら手段を選ばな

い、米軍基地の負担は、沖縄県だけに押しつ

ければよいという、安倍内閣の明確な意思の

表れに他なりません。

しかし、沖縄県にのみ日米安全保障の過重

な負担を強要する政府の対応そのものが、日

本の安全保障を危うくしかねない問題をはら

んでいます。やはり日本全体で日米安全保障

を考えるという気概がなければ、日本という

国がおそらく他の国からも理解されないだろ

う、尊敬されないだろう、というように考え

ます。

（３）承認取消へ

前述のとおり、第三者委員会による報告を受け

た後、集中協議においても、なぜ基地の過重な負

担に苦しむ沖縄の辺野古に新たに基地を造らなけ

ればならないのか等について質問させていただき

ましたが、納得のいく回答は全く得られませんで
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した。そのうえ、菅官房長官は、協議終了後には、

工事を再開すると言われました。

そこで、顧問弁護士や県庁内での精査の結果、

承認には取り消し得べき瑕疵があることが認めら

れたため、平成２７年１０月１３日に、前知事の

承認処分を取り消しました。

（４）政府の対応

沖縄防衛局長が取消通知書を受け取った日の翌

日に審査請求を行ったことは、新基地建設ありき

の政府の強硬姿勢を端的に示すもので誠に残念で

した。

行政不服審査法は、国や地方公共団体の処分等

から国民の権利利益の迅速な救済を図ることを目

的としておりますが、国の一行政機関である沖縄

防衛局が、自らを国民と同じ「私人」であると主

張して審査請求を行うことは、同法の趣旨にもと

る行為であり、国民の理解を得られないと思いま

す。

また、「辺野古が唯一」という政府の方針が明確

にされている中で、同じ内閣の一員である国土交

通大臣に、本件について審査請求を行うことは不

当という他ありません。いずれにしても、行政不

服審査法の運用上悪しき前例になるものと考えて

おります。

執行停止につきましては、去る平成２７年１０

月２１日、９００ページを超える意見書とこれに

関する証拠書類を提出しました。その際、国土交

通大臣に対しては、「県の意見書を精査し、慎重か

つ公平にご判断いただきたい」旨申し上げました。

「辺野古が唯一」という政府の方針が明確にさ

れてはおりますが、国土交通大臣におかれては、

審査庁として公平・中立に審査されると期待して

おりました。しかし、それが実質２、３日のわず

かな期間で、しかも、沖縄防衛局長が一私人の立

場にあるということを認めた上で執行停止の決定

がなされたことに、強い憤りを覚えました。この

執行停止決定については、やはり内閣の一員とし

て結論ありきの判断をされたと言わざるを得ませ

ん。

このような国土交通大臣の執行停止決定は違法

な関与行為であると考え、沖縄県では国地方係争

処理委員会に対して審査を申し出ております。

理由としては２点あります。

第１に、代執行手続には、執行停止の手続が定

められておりません。このたびの本件執行停止は、

まさしく、代執行手続が進められている間も埋立

工事を行うための方便として使われているものに

ほかなりません。政府は、「辺野古が唯一」との方

針を明確に示しておりますが、憲法上、内閣の構

成員は一体となって統一的な行動をとることが求

められています。沖縄防衛局長は、防衛大臣の指

揮命令を受けて業務に従事しているに過ぎず、ま

た、内閣の構成員である国土交通大臣が、閣議決

定等が行われている辺野古移設の方針に反する判

断を下すことは不可能であります。したがって、

今回の審査請求では、判断権者の公正・中立とい

う行政不服審査制度の前提が欠落していると言わ

ざるを得ません。

第２に、本来、公有水面埋立承認は、国が米軍

基地の建設を目的として、「固有の資格」、つまり

私人には行い得ない立場において受けたものです。

本件執行停止決定が、沖縄防衛局長を私人と同様

の立場にあると認めたのは明らかに誤っておりま

す。この点につきましては、９０名を超える行政

法学者からも批判されております。

７ 主張

（１）政府に対して

私は１カ月間の集中協議の中で、沖縄の歩んで

きた苦難の歴史や県民の思い等々を説明しました。

その置かれている歴史の中で戦後の７０年があっ

たわけで、その中の２７年間という特別な時間も

ありました。そして、復帰後も国土面積の０・６

％に在日米軍専用施設の７３・８パーセントの基
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地があるという状況に変わりがありません。それ

は米軍施政権下の１９５０年代に日本本土に配備

されていた海兵隊が、反対運動の高まりにより、

沖縄に配置された結果、沖縄の基地は拡充され、

今につながっているのです。

このように沖縄の歴史や置かれている立場等を

いくら話しても、基地問題の原点も含め、日本国

民全体で日本の安全保障を考える気概も、その負

担を分かち合おうという気持ちも示してはいただ

けませんでした。そのような状況に対して、私は

「魂の飢餓感」という言葉を使うほかありません

でした。

政府に対しては、辺野古新基地が出来ない場合、

これはラムズフェルド国防長官が普天間は世界一

危険な飛行場だと発言され、官房長官も国民や県

民を洗脳するかのように普天間の危険性除去の為

に辺野古が唯一の政策だとおっしゃっていますが、

辺野古が出来なければ本当に普天間の危険性を固

定化しつづけるのか、明確に示していただきたい

と思います。

そして、埋立てを進めようとしている大浦湾は、

「自然環境の保全に関する指針（沖縄島編）」にお

いて、大部分が、「自然環境の厳正な保護を図る区

域」であるランク１に位置づけられています。こ

の美しいサンゴ礁の海、ジュゴンやウミガメが生

息し、新種生物も続々と発見され、国内有数の生

物多様性に富んでいる海を簡単に埋めて良いのか。

一度失われた自然は二度と戻りません。日本政府

の環境保護にかける姿勢について、国内だけでは

なく、世界から注視されています。

安倍総理大臣は第一次内閣で「美しい国日本」

と、そして今回は「日本を取り戻そう」とおっし

ゃっています。即座に思うのは「そこに沖縄は入

っていますか」ということです。そして「戦後レ

ジームからの脱却」ともおっしゃっています。し

かし、沖縄と米軍基地に関しては、「戦後レジーム

の死守」のような状況になっています。そしてそ

れは、アメリカ側の要望によるものではなく、日

本側からそのような状況を固守していることが、

様々な資料で明らかになりつつあります。沖縄が

日本に甘えているのでしょうか、日本が沖縄に甘

えているのでしょうか。これを無視してこれから

の沖縄問題の解決、あるいは日本を取り戻すこと

はできないと考えています。沖縄の基地問題の解

決は、日本の国がまさしく真の意味でアジアのリ

ーダー、世界のリーダーにもなり得る可能性を開

く突破口になるはずです。辺野古の問題で、日本

と沖縄は対立的で危険なものに見えるかもしれま

せんが、そうではないのです。

沖縄の基地問題の解決は、日本が平和を構築し

ていくのだという意思表示となり、沖縄というソ

フトパワーを使っていろいろなことができるでし

ょう。さまざまな意味で沖縄はアジアと日本の懸

け橋になれる。そして、アジア・太平洋地域の平

和の緩衝地帯となれるのです。

辺野古から、沖縄から日本を変えるというのは、

日本と対立するということではありません。県益

と国益は一致するはずだ、というのが、私が日頃

からお話していることなのです。

琉球処分、沖縄戦、なぜいま歴史が問い直され

るのか。それは、いま現に膨大な米軍基地がある

から過去の歴史が召還されてくるのです。極端に

言うと、もし基地がなくなったら、一つのつらい

歴史的体験の解消になりますから、「過去は過去だ」

ということになるでしょう。銃剣とブルドーザー

で奪われた土地が基地になり、そっくりそのまま

ずっと置かれているから、過去の話をするのです。

生産的でないから過去の話はやめろと言われても、

いまある基地の大きさを見ると、それを言わずし

て、未来は語れないのです。ここのところを日本

国が気づいていないものと考えております。

（２）国民、県民、世界の人々に対して

よく私が辺野古移設反対と述べると、本土の方

から、「あなたは日米安保に賛成ではないですか」

と質問されます。私が「賛成です」と答えますと

「なぜ辺野古移設に反対するのですか」と続きま

す。その時に私は「本土の方々は日米安保に反対

なのですか。賛成ならば、なぜ米軍基地を受け入

れないのですか」と申し上げています。こういっ

たものの見方が沖縄と本土の人とでは完全にすれ

違っているのだと考えています。

米軍基地問題はある意味では沖縄が中心的な課
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題を背負っているわけですが、日本という国全体

として、地方自治、本当に一県、またはある特定

の地域に、こういったことが起きた時に日本とし

てどう在るべきか、今回の件は多くの国民に見て、

考えてもらえるのではないかと思っております。

そういう意味からしますと、一義的に沖縄の基地

問題あるいは歴史等々を含めたことではあります

が、日本の民主主義、安全保障というものに対し

て、国民全体が真剣に考えるきっかけになってほ

しいと思っております。

平成２６年１２月に知事に当選した私が、官邸

の方とお会いしようとしても、全く会ってもらえ

ませんでした。いろいろ、周辺から意見がござい

ましたが、私があの時、今のあるがままを見て、

県民も国民も考えてもらいたい、ということを３

月までずっと言い続けてきたわけであります。

政府は、大勢の海上保安官や警視庁機動隊員を

現場に動員し、行政不服審査法や地方自治法の趣

旨をねじ曲げてまで、辺野古埋め立て工事を強行

しています。それに対して、私たちは暴力で対抗

することはしません。法律に基づく権限を含め、

私はあらゆる手法を駆使して辺野古新基地建設を

阻止する覚悟です。

そのあるがままの状況を全国民に見てもらう。

私からも積極的に情報を発信し、政府とも対話を

重ねていきます。そうすることで、今まで無関心、

無理解だった本土の方々もこのような議論を聞き

ながら、小さな沖縄県に戦後７０年間も過重な基

地負担を強いてきたことをきちんと認識してもら

いたい。まして日本のために１０万人も県民が地

上戦で亡くなって、そういうふうに日本国に尽く

して日本国を思っている人々に対し、辺野古新基

地建設を強行し、過重な基地負担を延長し続ける

ということが、どういう意味を持つのか、日本国

の品格、処し方を含めて考えていただきたいと思

っております。

いわゆるアジアのリーダー、世界のリーダー、

国連でももっとしっかりした地位を占めたいとい

う日本が、自国民の人権、平等、民主主義、そう

いったものも守ることができなくて、世界のそう

いったものと共有の価値観を持ってこれからリー

ダーになれるかどうかという点について、国民全

体で考えるきっかけになればいいと思っておりま

す。

国民と県民の皆さん方に知っていただきたいこ

とは、政府は、普天間基地の危険性除去のため辺

野古移設の必要性を強調する一方で、５年以内の

運用停止を含めた実際の危険性の除去をどのよう

に進めるかについては、驚くほど寡黙なことです。

辺野古新基地建設には、政府の計画通り進んだ

としても１０年間かかります。しかし、埋め立て

面積が１６１ヘクタールと広大であること、埋立

区域の地形が複雑で最大水深も４０メートルを超

えること、沖縄が台風常襲地帯であること等を考

慮すれば、新基地が実際に供用されるまで、十数

年から場合によっては２０年以上の歳月が必要と

なることは、沖縄県民なら容易に推測できます。

私からは、普天間基地の危険性を除去するため、

集中協議で再三再四、５年以内の運用停止の具体

的な取組みを求めましたが、安倍総理大臣や菅官

房長官などからは、何ら返答をいただくことは出

来ませんでした。

運用停止について一切の言及がなかったことは

逆に、政府にとって不都合な真実を浮かび上がら

せることになったのではないかと考えています。

つまり、辺野古新基地が供用開始されるまでの

間は、例え何年何十年かかろうとも、現在の普天

間基地の危険性を放置し、固定化し続けるという

のが、政府の隠された方針ではないか、と言うこ

とです。

辺野古埋立てにより全てがうまくいく、という

政府の説明を真に受けてはいけません。５年以内

の運用停止の起点からまもなく２年になるのに、

なぜ、全く動かないのか、政府から決して説明さ

れることのない、真の狙いについて、国民、県民

の皆様にも、真剣に考えていただきたいと思いま

す。

そして、普天間飛行場代替施設が辺野古に仮に

できるようなことがありましたら、耐用年数２０

０年間とも言われる新基地が、国有地として、私

たちの手を及ばないところで、縦横無尽に１６１
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ヘクタールを中心としたキャンプ・シュワブの基

地が永久的に沖縄に出てくることになり、沖縄県

民の意志とは関係なくそこに大きな基地ができあ

がってきて、それが自由自在に使われるようにな

ります。

今、中国の脅威が取りざたされておりますけれ

ども、その意味からすると２００年間、そういっ

た脅威は取り除かれない、というような認識でい

るのかどうか。そして今日までの７０年間の基地

の置かれ方というものについてどのように反省を

しているのか。日本国民全体で考えることができ

なかったことについて、どのように考えているの

かを問いたいのです。

私は、世界の人々に対しても、ワシントンＤ．

Ｃ．や国連の人権委員会で沖縄の状況について説

明させていただきました。

安倍総理大臣は、国際会議の場等で、自由と平

等と人権と民主主義の価値観を共有する国と連帯

して世界を平和に導きたい、というようなことを

繰り返し主張されておられます。しかしながら、

私は、今の日本は、国民にさえ自由、平等、人権、

あるいは民主主義というようなものが保障されて

いないのではないか、そのような日本がなぜ他の

国々とそれを共有できるのか、常々疑問に思って

おりました。そこで、沖縄の状況を世界に発する

べきだと考えたのです。

民主主義国・日本、民主主義国・アメリカとし

て本当にこの状況に、世界の人々の理解を得られ

るのかどうか、沖縄の状況のあるがままを世界の

人々に見ていただくということは、これからの日

本の政治の在り方を問うという意味でも大切なこ

とだと思っています。

（３）アメリカに対して

私たちがアメリカに要請に行くと「基地問題は

日本の国内問題だから、自分たちは知らない」と、

必ずそうおっしゃいます。

しかし、自然環境保全の観点から、また、日米

安保の安定運用や日米同盟の維持を図る観点から、

アメリカは立派な当事者なのです。傍観者を装う

態度は、もはや許されません。

まず、新基地が建設される辺野古の海は、ジュ

ゴンが回遊し、ウミガメが産卵し、短期間の調査

で新種の生物が多数発見される、日本国内でも希有
け う

な、生物多様性に富む豊かな海です。海は一度埋

め立ててしまったなら、豊かな自然は永久に失わ

れます。未発見の生物を含め、辺野古大浦湾にし

か生息しない多くの生物が絶滅を免れません。深

刻な自然環境の破壊と多くの生物を絶滅に追いや

るのが日米両政府であり、海兵隊であることを、

アメリカの人々はきちんと認識し、受け止めなけ

ればなりません。海兵隊基地を建設する以上、自

然環境破壊の責任は、アメリカにもあるのです。

次に、日米同盟の維持についてですが、アメリ

カに対し、私自身が安保体制というものは十二分

に理解をしていること、しかしながら、沖縄県民

の圧倒的な民意に反して辺野古に新基地を建設す

ることはまずできないということを訴えていきた

いと思います。仮に日本政府が権力と予算にもの

を言わせ、辺野古新基地建設を強行した場合、沖

縄県内の反発がかつてないほど高まり、結果的に

米軍の運用に重大な支障を招く事態が生じるであ

ろうことは、想像に難くありません。

私は安保体制を十二分に理解をしているからこ

そ、そういう理不尽なことをして日米安保体制を

壊してはならないと考えております。日米安保を

品格のある、誇りあるものにつくり上げ、そして

アジアの中で尊敬される日本、アメリカにならな

ければ、アジア・太平洋地域の安定と発展のため

主導的な役割を果たすことはできないと考えてお

ります。以上


